
人口 面積 人口密度 人口集中地区人口 産業構造

人

人

％ 就 人 人 人

人 業 ％ ％ ％

人 人 人 人 人

％ 口 ％ ％ ％

千円 千円 千円

1 歳入総額 Ａ 1 過疎

2 歳出総額 Ｂ ② 農工

3 歳入歳出差引額 Ｃ ③ 山村振興

（Ａ-Ｂ） 4 低開発

4 繰越すべき財源 Ｄ 5 人口急増

5 実質収支 Ｅ 6 特定農山村

（Ｃ-Ｄ）

6 単年度収支 Ｆ ① ごみ ⑧ 消防救急

7 積立金 Ｇ ② し尿 9 職業訓練

8 繰上償還金 Ｈ ③ 火葬場 10 山林

9 積立金取崩し額 Ｉ 4 道路 11 介護保険

10 実質単年度収支 Ｊ 5 伝染病 ⑫ その他

（Ｆ+Ｇ+Ｈ-Ｉ） 6 [　　　　　]

7 結核予防

　※　４ページ債務負担行為支出予定額に再掲

一 般 職 員 等 特 別 職 員 等

千円

千円
有

有
世帯

有

有
人

無

無
円

無

無
円

無

無
円

無

-

-

-

-

一人当たり平均月額(円）

（令和2年4月1日現在の状況）

877,000

707,000

608,000

普通会計からの繰入
職員数

[人]

522,000

437,000

11

401,000

12

-

駐車場

16,172

7,873

中央卸売市場

農業集落排水

下水道

病院

法適
用の
有無

事 業 名

529 -

918,751 1

1,490,224

74,919

1,215,120

151,065

-

605,093 13

平成8年12月1日

平成8年12月1日

一 般 職 員

うち技能労務職員

合 計 615

581

181,311,400

市 町 村 長

副 市 長

296,638

301,688

平成16年4月1日

平成16年4月1日

教 育 長

議 会 議 長

8,964,800

臨 時 職 員

消 防 職 員

[平均額]

議 員

18,255

7　産業の振興

8　教育・文化

60

教 育 公 務 員

区 分

263,67134

172,346,600

18,101,300

給 料 月 額 Ｂ
人 円 支給月額 B/A

職 員 数 Ａ 一 人 当 た りの

平成27年4月1日

平成8年12月1日

知的障害者施設106,290 △ 10,859

4,707 △ 137,420

1,583

863,986

8,832

計

事 務 の 共 同 処 理 状 況

3,081,421

土地開発基金
現 金

土 地

9　その他

136,164

91,084

3　地域基盤 1,879,505

5　保健医療

6　環境保全

4　社会福祉

56.0

3,103

平成３年４月１日、北上市、和賀町、江釣
子村の３市町村が合併して、北上市とな
る。

93,511

93,138

3,165

増減率

住
基
人
口

6.7

02.3.31

0.1

32,069

指 定 団 体 等 の 状 況

03.3.31

２年度交付税

種 地 区 分

国勢調査

7.2

17,056 26,246

36.8 56.6

16,253 24,747

92,339

92,260

３ 次

北上市

27年

令和元年度区 分

22年

国勢調査

国
勢
調
査

36.8

コ ー ド 番 号

ふ り が な岩 手 県

30,471
１ 次

27年

22年

増減率

Ⅱ－２

Ⅰ－３

２ 次区 分

市 町 村 類 型

0.4

437.55 213.7

ｋ㎡ １ｋ㎡当　人

昭和35年10月1日以降の合併の状況

きたかみし

令和２年度財政状況

（決算カード）

市 町 村 名

２年度末残高

1,088,920 408,150

380,311 375,604

1,469,231 783,754 そ
の
他
特
定
目
的
基
金
の
状
況

41,810,416

905,458

減 債 基 金56,576,905

58,046,136 42,594,170

10,873

令和２年度 区 分

2,959

観光施設

介護サービス

219,974

後期高齢者医療

441,676
被 保 険 者 一 人
当 た り の 費 用

特定地域生活排水処理

公
営
企
業
等
の
状
況

16,172

被 保 険 者 一 人 当 た り の
保 険 税 徴 収 額

88,647

59,982

収 支 額
[千円]

水道

134,156
一 世 帯 当 た り の
保 険 税 徴 収 額

5,717

老人保健

財 政 調 整 基 金

2,561

100,000 124,000

国民健康保険

4,494,018

1　庁舎等建設

2　国際化推進

加 入 世 帯 数

被 保 険 者 数

債 務 負 担
行 為 ３ 年 度
以 降 支 出
予 定 額

区 分

物件取得

損失補償等

報 酬 改 定
実 施 年 月 日

385,651

385,651

その他

計　　※

72,722

国
保
会
計
の
状
況

収 支 額

普 通 会 計 か ら の繰 入 額 605,117

10,809

16,358

宅地造成

介護保険

副 議 長

簡易水道

294,815

[平均額]

－１－



歳　入 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

市 町 村 税 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

徴収率

市町村名

-法 人 事 業 税 交 付 金 109,282 109,282 0.5 0.2

118.0自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金 27,853 27,853 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0

155.9

純固定資産税 98.7 18.4 95.0

95.6合 計 98.8 19.2

5.6

区 分 現 年 課 税 分 滞 納 繰 越 分 合 計

市町村 民税 98.8 19.8 95.8

合 計 14,235,610 15,992,529 482 99.9 100.1 99.9 0.2 0.9

-

旧 法 に よ る 税 -

-

目的税

入 湯 税 8,030 0.1 0.1 0.1 4.4 △ 3.1 △ 28.9

都 市 計 画 税 181 0.0 0.0 0.0 △ 32.0 △ 15.0 △ 32.2

そ の 他

法 定 外 普 通 税

-

特 別 土 地 保 有 税 9 0.0 0.0 0.0 0.0 △ 100.0 -

鉱 産 税

6.8

市 町 村 た ば こ 税 771,742 842,415 5.6 6.0 5.4 △ 0.2 3.6 △ 4.3

軽 自 動 車 税 329,912 327,669 2.1 2.3 2.3 3.3 5.0

3,595,512 13.1 12.7 16.7 4.2 △ 5.8 39.7

市 町 村 交 付 金 68,124 0.5 0.5 0.5 △ 3.5 △ 5.1 △ 3.2

13.0

内
訳

土 地 1,826,390 1,818,379 14.1 13.6 12.8 △ 0.4 △ 6.3 △ 0.2

家 屋 3,148,167 3,445,607 21.9 22.0 22.1 △ 1.8 △ 2.3 6.2

償 却 資 産 2,383,798

固 定 資 産 税 7,426,479 8,859,498 49.6 48.8 52.1 0.1 △ 4.4

3.5 3.6

法人分 974,236 1,023,411 482 10.7 9.1 6.8 12.4 △ 17.6 △ 20.3
市 町 村 民 税

個人分 4,725,021 4,939,536 31.8 33.8 33.2 2.6

区 分
決 算 額 基 準 税 額 × 超過課税収入額 30 年 度 30 年 度 01 年 度 02 年 度

千円 100/75       千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ ％

01 年 度 02 年 度

12.9

合 計 58,046,136 20,749,995 99.9 99.9 100.2 99.8 4.7 6.9 36.3

地 方 債 6,246,500 0 10.1 13.0 10.8 32.4 37.0

△ 15.2

諸 収 入 898,511 758 0.0 1.3 1.3 1.5 △ 25.1 1.4 67.3

繰 越 金 783,754 0 1.1 2.2 1.4 0.5 103.3

2.9

繰 入 金 2,790,775 0 4.1 2.8 4.8 19.9 △ 26.7 134.2

寄 附 金 1,697,604 0 2.2 3.9 2.9 △ 14.8 88.0

18.5

財 産 収 入 296,131 3,406 0.0 2.2 0.4 0.5 184.3 △ 81.0 79.4

県 支 出 金 3,428,298 0 6.3 6.8 5.9 △ 2.1 14.8

153.6国 庫 支 出 金 18,378,250 0 14.5 17.0 31.7 2.9 25.4

△ 17.7

手 数 料 360,982 0 0.9 0.9 0.6 △ 1.4 3.3 △ 0.8

使 用 料 264,855 22,009 0.1 0.9 0.8 0.5 1.5 △ 12.2

16.6

分 担 金 ・ 負 担 金 194,629 0 0.8 0.6 0.3 0.5 △ 18.0 △ 21.0

交通安全対策交付金 16,699 16,699 0.1 0.0 0.0 0.0 △ 3.1 △ 1.4

10.9 5.8 △ 6.1 △ 2.8 △ 27.4

2.1 1.9 3.4 10.0 △ 3.6 144.5
内 訳

普 通 3,360,205 3,360,205 16.2 12.0

特 別 1,981,844 0

△ 55.9

地 方 交 付 税 5,342,049 3,360,205 16.2 14.1 12.8 9.2 △ 4.0 △ 2.9 △ 1.8

地 方 特 例 交 付 金 104,413 104,413 0.5 0.2 0.6 0.2 16.5 250.8

自 動 車 ・ 軽 油 交 付 金 92 92 0.0 0.3 0.1 0.0 6.0 △ 51.0 △ 99.8

株式等譲渡所得割交付金 26,305 26,305 0.1 0.0 0.0 0.0 △ 34.0 △ 43.0

-

配 当 割 交 付 金 22,530 22,530 0.1 0.0 0.1 0.0 △ 18.1 20.9 △ 3.8

特別地方消費税交付金

4.1

地 方 消 費 税 交 付 金 2,220,033 2,220,033 10.7 4.7 3.9 3.8 6.2 △ 11.0 34.3

利子割・ｺﾞﾙﾌ場交付金 19,266 19,266 0.1 0.1 0.0 0.0 △ 6.9 △ 28.3

5.6

地 方 譲 与 税 581,715 581,715 2.8 1.4 1.4 1.0 0.8 0.5 0.4

地 方 税 14,235,610 14,235,429 68.6 34.7 31.6 24.5 2.1 △ 2.6

類型 Ⅱ－２北上市

区 分 決 算 額 経常一般財源 構 成 比 30 年 度 01 年 度 02 年 度 30 年 度 01 年 度 02 年 度
千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

－２－



性質別歳出 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

千円

千円

千円

千円

目的別歳出 35行 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

区 分 決 算 額 一 般 財 源 うち経常
一般財源

経常収
支比率

30 年 度 01 年 度 02 年 度 30 年 度 01 年 度 02 年 度
千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ ％

市町村名 北上市 類型

1.2 11.0

う ち 職 員 給 3,486,441 3,078,485 3,049,492 14.1 8.4 7.9 6.2 0.8 2.1 4.9

人 件 費 5,505,919 5,043,313 4,990,133 23.1 12.6 11.9 9.7 1.8

4.6 6.4

公 債 費 3,205,280 3,002,528 2,902,528 13.4 9.2 7.5 5.7 △ 18.0 △ 12.2 1.6

扶 助 費 7,859,886 2,251,504 2,231,187 10.3 18.1 17.7 13.9 △ 2.4

内
訳

元 利 償 還 金 3,205,229 3,002,477 2,902,477 1.6

一 時 借 入 金 利 51 51 51 0.0 0.0 0.0 0.0 △ 98.6

13.4 9.2 7.5 5.7 △ 18.0 △ 12.2

2,688.9 △ 89.8

△ 0.4 6.9

物 件 費 8,011,106 5,180,661 4,400,893 20.4 16.5 16.8

小 計 16,571,085 10,297,345 10,123,848 46.8 39.9 37.1 29.3 △ 5.3

補 助 費 等 15,534,198 5,162,170 2,780,591 12.9

14.2 3.9 9.4 14.3

維 持 補 修 費 1,056,347 857,135 458,415 2.1 1.5

11.8 10.5 27.5 6.3 △ 3.7 252.3

1.0 1.9 △ 27.7 △ 24.5 145.3

積 立 金 2,243,869 545,917 0

うち一部事務組合負担金 1,491,060 1,477,119 1,406,037 6.5

5.8 4.2 4.0 85.7 △ 21.7 27.8

3.8 2.6 22.7 △ 0.3 △ 6.04.1

繰 出 金 2,884,146 2,403,470 2,100,101 9.7

投資及び出資金･貸付金 1,235,639 925,609 0

9.2 8.3 5.1 4.8 △ 3.2 △ 17.2

1.9 2.2 △ 5.4 5.7 57.21.9

小 計 30,965,305 15,074,962 9,740,000 45.1

前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0 0

46.7 42.7 54.9 8.7 △ 1.5 73.2

0.0 0.0 0.0 0.00.0

16.0 16.2 61.5 7.2

う ち 人 件 費 65,076 65,076 0.1 0.1

投 資 的 経 費 9,040,515 1,271,493
・経常経費充当の
　一般財源

13.4 20.2

0.1 32.0 △ 3.4 25.1

7.1

補 助 事 業 6,557,562 743,044 ・歳入一般財源 7.4 15.3 11.6 △ 3.6 123.3 2.3

普 通 建 設 事 業 9,003,706 1,246,384
19,863,848

13.4 20.1 15.9 16.5

単 独 事 業 2,446,144 503,340
22,689,148

6.0 4.8 4.3 56.3

61.4

36,809 25,109
・経常一般財源
  総額（歳入） 0.0 0.1 0.1 △ 52.3 157.3 54.0

0.0 0.0 0.0

合 計 56,576,905 26,643,800 21,580,195 100.0 100.0 100.2 3.5 7.4 35.3

内
訳

失 業 対 策 事 業 0 0
20,749,995

0.0 0.0

△ 14.6 22.4

災 害 復 旧 事 業

区 分 決 算 額 一 般 財 源 普通建設事 業費 30 年 度 01 年 度 02 年 度 30 年 度 01 年 度 02 年 度
千円 千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ ％

9.9

総 務 費 14,836,421 3,261,114 272,437 13.7 12.5 26.2 26.7 △ 1.8 183.5

議 会 費 277,597 277,597 0 0.5 2.5 △ 5.80.7 0.6

6.6

衛 生 費 3,278,484 1,554,151 1,133,602 5.5 8.7 5.8 1.0 70.3 △ 9.4

民 生 費 13,630,696 6,289,027 657,595 30.4 30.6 24.1 △ 3.3 8.2

5.7

農 林 水 産 業 費 1,739,431 1,045,309 117,320 5.0 4.4 3.1 △ 45.5 △ 5.9 △ 4.9

労 働 費 184,217 76,683 46,529 0.4 0.4 0.3 9.2 18.6

46.5

土 木 費 7,186,313 3,710,923 3,518,330 14.6 11.5 12.7 45.5 △ 15.6 49.8

商 工 費 3,428,505 2,140,598 188,646 4.6 5.6 6.1 56.4 32.0

0.1 △ 52.3 157.3

△ 4.7

教 育 費 7,254,178 3,809,740 2,997,240 12.1 14.4 12.8 8.5 27.4 20.8

消 防 費 1,518,974 1,451,021 72,007 3.9 3.8 2.7 13.1 4.8

0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

54.1

公 債 費 3,205,280 3,002,528 0 9.2 7.5 5.7 △ 18.0 △ 12.2 1.6

災 害 復 旧 費 36,809 25,109 0 0.0 0.1

Ⅱ－２

-

前年度繰上充用金 0 0 0 0.0 0.0

100.1 3.5 7.4 35.3

0.0 0.0 -

合 計 56,576,905 26,643,800 9,003,706 100.0 100.0

諸 支 出 金 0

(減収（特例分・猶予特例

債・臨財債を加算）

(減収（特例分）・臨財含）

－３－



類 型

年　度　 30年度 01年度 02年度
　区　分

千円 千円 千円

901,314 903,875 905,458

（ 91.3 ） （ 94.2 ） （ 95.7 ）

注 １ 　経常収支比率欄の（　）は，減収補てん債（特例分）及び臨時財政対策債を除いた率である。
　 ２   自主財源 ＝ 地方税＋分担金・負担金＋使用料・手数料＋財産収入＋寄附金＋繰入金＋繰越金＋諸収入
　 ３   一般財源 ＝ 地方税＋地方譲与税＋地方交付税＋利子割交付金＋地方消費税交付金＋ゴルフ場利用税交付金
　　　　　　　　  ＋特別地方消費税交付金＋自動車取得税交付金＋地方特例交付金

14,713,019

21,906,678 21,721,997

8,480,897

385,651

17,103,133 17,159,352 18,011,815

1,550,539 1,575,932 1,602,923

428,938 283,725

12,363,021 12,513,210

7,944,374 8,805,865

22,968,915

0.71 0.72 0.76

1,483,773

24,204,881

129,350 109,063

13.7 11.0 7.9

36.9

地方債現在高
41,175,177

1,083,831

92,465

176.2 15,480,252 16,877,831

37.1

14,098,086

90.3

92.0

16.4 14.5

1.7
交付税種地区分

年　度　
　区　分

30年度 01年度 02年度

5,326,557 4,494,018

市 町 村 名 北上市 Ⅱ－２

Ⅰ－３ Ⅰ－３ Ⅰ－３

13.8

財政調整基金現在
高

1.7

減債基金現在高

39.1

6.1

10.8

5,094,581

基準財政収入額

標準財政規模

6.3

12.7

1.3

44.3

40.5

95.5

0.4

-

14.0

35,286,852 37,915,951

21,059,416 22,326,636

1,511,4301,593,363

国保会計財政調整
基金現在高

内
訳

政 府 資 金

県 貸 付 金

そ の 他

1,083,777 1,083,826

1.8

-

0.5 0.5

1.8

36.3

-

89.8

181.3

自主財源比率

経常一般財源比率

86.4

159.4

48.2

97.3

債務負担行為比率

積立金現在高比率

公債費比率

債務負担行為支出予定
額を加えた公債費比率

公債費負担比率

起債制限比率

債務負担比率

地方債比率

公債費の標準財政規模
に対する割合

経常収支比率

地方債現在高比率

55.5

12.5

48.5

実質収支比率

一般財源比率

普通建設事業費の
うち一般財源等比率

2.3
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実質収支（02表） 380,311

標準財政規模（00表） 22,968,915

一般財源（05表01～14行3列＋5列） 22,689,148

歳入総額（05表35行１列） 58,046,136

一般財源等充当額（一般財源振替分等を含む）(13表12行11列） 1,246,384

普通建設事業費（13表12行01列） 9,003,706

地方債充当額（13表12行10列） 4,780,200

普通建設事業費（13表12行01列） 9,003,706

公債費充当一般財源（13表32行１１列） 3,002,528

一般財源総額（歳入一般財源）（05表35行3列＋5列） 27,723,370

債務負担行為の当該年度支出に充当した一般財源（37表）

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表） 22,968,915 - 1,602,923

翌年度以降の債務負担行為支出予定額に充当する一般財源（37表）

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表） 22,968,915 - 1,602,923

積立金現在高（29表06行4列） 8,480,897

標準財政規模（00表） 22,968,915

自主財源（04表より計算） 21,522,851

歳入総額（05表35行１列） 58,046,136

経常一般財源収入額（05表35行5列） 20,749,995

標準財政規模（00表） 22,968,915

地方債現在高（33表） 41,175,177

一般財源等（一般財源振替分等を含む）（13表41行11列） 22,705,847

公債費（13表32行） 3,205,280

標準財政規模（00表） 22,968,915

国庫支出金及び県支出金充当額（13表12行） 1,853,407 + 518,822

普通建設事業費（13表12行）

その他

○　公債費比率（債務含む） 35表（ア－オ）※＋37表05行16列（公債費に準ずる債務負担行為） 1,299,605 + 45,038

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表）

○　公債費比率 35表（ア－オ）※ 1,299,605

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表）

※公債費充当一般財源（繰上償還額及び転貸債償還額に係る分を除く）－　災害復旧費等に係る基準財政需要額

＝ ×1,000 ＝ 60.826 60.8 60.83
21,365,992

26.35
9,003,706

＝ ×1,000 ＝ 62.934 62.9 62.93
21,365,992

〇 国県支出金比率 ＝ ＝ 26.347 26.3

181.34

〇
公債費の標準財政規
模に対する割合

＝ ＝ 13.955 14.0 13.95

〇 地方債現在高比率 ＝ ＝ 181.342 181.3

37.08

〇 経常一般財源比率 ＝ ＝ 90.339 90.3 90.34

〇 自主財源比率 ＝ ＝ 37.079 37.1

1.8 1.76

〇 積立金現在高比率 ＝ ＝ 36.923 36.9 36.92

〇 債務負担行為比率 ＝
377,015

＝ 1.765

10.83

〇 債務負担比率 ＝
93,138

＝ 0.436 0.4 0.44

〇 公債費負担比率 ＝ ＝ 10.830 10.8

13.84

〇 地方債比率 ＝ ＝ 53.091 53.1 53.09

〇
普通建設事業費のう
ち一般財源等の比率

＝ ＝ 13.843 13.8

1.66

〇 一般財源比率 ＝ ＝ 39.088 39.1 39.09

〇 実質収支比率 ＝ ＝ 1.656 1.7

地方税，分担金及び負担金，使
用料，手数料，財産収入，寄附
金，繰入金，繰越金，諸収入


